日本の安全保障政策と台湾 by 佐道 明広
日本の安全保障政策と台湾
































































た ｢日米共同宣言｣ には以下の文言が記載されている｡ ｢台湾条項｣ と
して知られるものである｡
























本の安全保障を直接結び付ける ｢台湾条項｣ に踏み込んだわけだが, し












(２) 松本博一 ｢日中国交正常化｣ 『戦後日本外交史 ２巻 動き出した日本
外交』 (石丸和人, 松本博一, 山本剛士著) (三省堂, 年) ～頁｡
(３) 首脳会談が行われた時期の佐藤の日記中にも沖縄問題と繊維問題に関す




(４) 以下の議事録は, ｢佐藤総理・ジョンソン大統領会談録 (第一回会談)





れている｡ 朝鮮, ベトナムでも戦った｡ 米国民はその責任から	
するのを歓迎するであろう｡ 他国も強くなってきており, 防衛責任を引





















(和田純編・校訂, 五百旗頭真編・解題, 中央公論新社, 年) ～
頁に収録｡
｢グアム・ドクトリン｣ として明確化されたことはよく知られている｡












するための手段として ｢台湾条項｣ が使われたに過ぎない｡ 台湾防衛は
米国の責任と認識されており, また文化大革命で混乱し, ソ連との国境
紛争に力を注いでいる中華人民共和国が, 台湾に対して直接的な武力行
















































いる｡ 最近の代表的なものとして, 佐橋亮 『共存の模索 アメリカと
｢一つの中国｣ の冷戦史』 (勁草書房, 年) を挙げておく｡
(８) ｢日中共同宣言｣ 年９月


























(%&) 前掲, 拙著 『戦後日本の防衛と政治』 第三章第二節参照｡
図１ 日本のシーレーン防衛概念図 (出典：大賀良平 『シーレーンの秘密
米ソ戦略のはざまで』 (潮文社, 1983年) 183頁｡)
※大賀良平はガイドライン成立時の海上幕僚長｡
中京法学巻２・３号 (年) ()
図２ 従来議論されていた ｢航路帯防衛構想｣ の概念図


























引用者) と述べている｡ また, 別のところでは, 海里というのが自
衛艦の２日間の行動距離であり格別広いという感覚はないこと, そして





つまり, 海上自衛隊は従来語られていた航路帯 (図２参照) のような
シーレーンではなく, 面的な広がりを持つ海域の防衛を担うことになり,




() 中馬清福 『再軍備の政治学』 (年, 知識社) ～頁｡
() アルフレッド・マハン著・北村謙一訳 『海上権力史論』 (原書房, 年)
８頁の訳者解説参照｡
() 大賀良平 『シーレーンの秘密 米ソ戦略のはざまで』 (潮文社, 年)
頁｡
() 大賀良平 ｢混迷する 『シーレーン』 防衛論議｣ 『戦略研究シリーズ 







を見直す気運が生じた｡ ヨーロッパを中心に ｢平和の配当｣ の掛け声と








府が合意した ｢日米防衛協力の指針 (ガイドライン)｣ であった｡
年の日米安保共同宣言および ｢防衛計画の大綱｣ は, 東アジア情勢



























のになった｡ ただし, 地理的色彩が強い ｢極東条項｣ という文言ではな








｢台湾独立｣ 問題が浮上し, ｢一つの中国｣ をめぐる米台中間の認識や政
日本の安全保障政策と台湾 (佐道)()
() 前掲, 拙著 『戦後日本の防衛と政治』 第三章第二節参照｡
() 馬英九政権成立時における日本と台湾の関係については, 池田維 『日本
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 * ", 太田文雄・吉田真 『中国の海洋戦略
にどう対処すべきか』 (芙蓉書房出版, 年), 防衛システム研究所 『尖
閣諸島が危ない』 (内外出版, 年増補版), 茅原郁生・美根慶樹 『世
紀の中国 軍事外交篇 軍事大国化する中国の現状と戦略』 (朝日新聞
出版, 年), 防衛省防衛研究所編 『中国安全保障レポート』 (防衛
省防衛研究所, 年), 江口博保・浅野亮・吉田暁路 『肥大化する中国
軍―増大する軍事費から見た戦力整備』 (晃洋書房, 年), 森本敏編著
『0海洋国家1中国にニッポンはどう立ち向かうか』 (日本実業出版社, 
年), さらに毎年防衛研究所が刊行する 『中国安全保障レポート』 参照｡
こうした中国の動きに対し, 日米両政府は年の２＋２合意で,
｢中国が地域及び世界において責任ある建設的な役割を果たすことを歓








年に決定された ｢防衛計画の大綱｣ において, ｢中国の脅威｣ を認
識して南西諸島方面の防衛力強化を打ち出した｡ この流れは年の






















() 台湾の軍事改革については,  !
"#
, #$%&$'()* + ') , +-,, ,", .安田淳･門間






















() たとえば, 年に県の自粛要請, 町の中止要請を振り切る形で米海軍
掃海艇の与那国祖納港入港が実施された｡ ｢琉球新報｣ 年９月日記
事によればウィキリークスによる情報として, ｢公電でメア氏は ｢寄港は
戦略上重要だった｣ とし, 祖納港を ｢掃海艦が安全に接岸できるほど (水
深が) 深く, 類似の掃海艦４隻を１度に収容できる｣ と評価｡ また同港近
くに与那国空港が立地している点を挙げ, ｢与那国空港を利用し,ヘリコプ
ターを掃海艦支援に使えば, 台湾に最も近い日本の前線領土として対機雷

























































ものであり, 政治の基本は ｢友敵関係｣ と認識しているように見える｡
しかしこれは政治の多様な側面, たとえば価値の分配や社会的利害の調




















論理｣ に結びつきやすく, 政治を ｢友敵関係｣ を基本に考えるのは危険で
ある｡ 近年, 意図的に ｢敵｣ をつくる政治手法が内政外交でも多数みられる
のは懸念される｡ カール・シュミット 『政治的なものの概念』 (田中浩・原
田武雄訳, 未来社, 年) および 『パルチザンの理論 政治的なものの






















なのです｡ 具体的に言うと, いわゆる日台間の ｢自由貿易協定｣ ()
の締結です｡ 台湾はすでに環太平洋パートナーシップ協定 () への
参加を表明しており, 日本はアメリカとともに台湾の参加支持を表明して
います｡ しかし, 多国間交渉は時間がかかる上, 中国が日米以外の国に影


























































が参考になる｡ 『八重山の台湾人』 (やいま文庫, 年), 『台湾疎開
｢琉球難民｣ の１年か月』 (やいま文庫, 年), 『与那国台湾往来記
｢国境｣ に生きる人々』 (やいま文庫,  年)｡
() 台湾と八重山地域, とくに与那国との交流については拙著 『沖縄現代政
治史 ｢自立｣ をめぐる攻防』 (吉田書店, 年) 第四章参照｡













() 上妻毅 ｢『国境離島』 断想―沖縄県与那国町 『自立ビジョン』 の現場に
立ち会って―｣ (財団法人都市経済研究所 『都市経済研究 沖縄・政策研
究ノート』 年月) 所収, 	頁｡ 執筆者の上妻は与那国島の ｢国際
交流特区構想｣の策定に深くかかわり,その経緯の一部を記したのが ｢『国
境離島』 断想―沖縄県与那国町 『自立ビジョン』 の現場に立ち会って―｣













的 ｢共存｣ 之理念, 以及從人道上的観鮎, 構築與推進此地厘之間之互相協
力為目的, 若發生在具有國境地歴位置性的雨都市之自然災害時, 随著確認
實行必要且有效的互相支援之同時, 為了能有效果的實行地厘之間的協力以




在此協定之中, 所謂的災害如下所示｡ 地震‘海嘱, 台風等大規模之災害｡







この協定において, 災害とは, 次に掲げるものをいう｡ 地震, 津波, 台





緊急時ならびに災害復旧時に必要な支援 (被災者の救出, 救急医療, 施
設の応急復旧等に必要な資機材および物資の提供ならびに復旧活動に必










復時所必要的支援 (受難者的救出, 急救雷療, 設施的緊急復原時所需要的
資源及機械材料及物資之提供, 以及災害復原時所需之人力上的支援等),
食物, 飲水, 生活必需品以及為了供給此類物資時所需之資源機械材料之提































() 台湾の尖閣諸島領有論者については, 本多善彦 『台湾と尖閣ナショナリ
ズム 中華民族主義の実像』 (岩波書店, 年) 参照｡
本論ではこの問題には触れなかったが, 尖閣問題について政府レベル
では, 日本と台湾の間では本格的な議論を避けるという暗黙の行動パター













() 協定の内容については, 水産庁ホームページ参照｡ 		
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年２月９日アクセス｡
